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【地理的特性】
日本本土、中国大陸及び東南アジアの中心の位置
【自然環境】
亜熱帯海洋性気候、気温２２℃～２３℃（那覇）

１ 沖縄県の概況
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１－１ 位置・地理的特性



○東西約1,000km、南北約400kmに及ぶ海域に大小１６０の島々からなる島しょ県

資料：平成26年 沖縄県勢要覧（国土地理院、県土地対策課）
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沖縄県の人口と圏域面積

区域
人口(H26.8.1現在） 圏域面積(H24.10.1現在）

人口 構成比 面積 構成比

沖縄県全体 約142万人 100% 約2,277㎢ 100％

沖縄本島 約129万4千人 91.1% 約1,244㎢ 54.6%

北部圏域 約12万1千人 8.5% 約765㎢ 33.6%

中南部圏域 約117万3千人 82.6% 約479㎢ 21.0%

その他離島部 約12万6千人 8.9% 約1,033km2 45.4%
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１－２ 人口・面積



○県全体の人口は約142万人。
そのうち沖縄本島の中南部圏域に約８割

の人口が集中。北部圏域は約１割弱に留

まっている。

○中南部圏域は、全国の政令指定都市並

の人口、面積であり、神戸市並の人口密

度を有する。

北部圏域

北部圏域

中南部圏域

4表 中南部圏域と政令指定都市の人口・面積
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○入域観光客数は昭和47年の56万人から平成24年には592万人と約11倍に増加。
（平成25年度は、外国人観光客の増加等により658万人に増加⇒過去最高）

資料：沖縄県資料 図 観光客数、観光収入の推移

平成25年度
入域観光客数 658万人
観光収入 4,463億円

１－３ 入域観光客数と観光収入の推移



○那覇市中心部や海岸沿いの観光地を中心に、県内の様々な地域を訪れている。

○那覇市中心部、国営沖縄記念公園（海洋博公園・首里城公園）に多くの観光客が集中。

資料：平成18年第3回沖縄本島
中南部都市圏パーソントリップ調査

【沖縄を訪れる観光客の訪問先】
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国営沖縄記念公園

（海洋博公園）



・沖縄県における米軍提供施設面積は約232㎢（県土の約10%）
・沖縄本島には約221㎢（全体の95%）が存在。
・嘉手納飛行場より南の約１０００haの土地については返還計画が日米両政府により発表

在沖米軍の施設・区域及び返還施設
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１－４ 米軍提供施設面積



出典：外務省HP 沖縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画

普天間飛行場

牧港補給地区

西普天間
住宅地区
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○1914(大正3)年、沖縄県軽便鉄道が開業（今年開業から100年）
○那覇～与那原、那覇～嘉手納、那覇～糸満の3線を敷設
○第二次世界大戦で軽便鉄道は壊滅。

県営鉄道開業２０周年記念列車

那覇駅（現在の那覇バスターミナルの位置）

２－１ 沖縄県軽便鉄道（県営鉄道）について

2   沖縄県の鉄道について
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(出典：Wikipedia)

総延長約48ｋｍ



○国会において、繰り返し沖縄選出国会議員から鉄軌道等導入の
質問がなされたものの、政府からは道路の優先整備が示される。

○2001年2月に、「NPO・沖縄南北縦貫鉄道を実現する会」に「鉄
軌道導入を求める」20万人以上の署名が寄せられた。

２－２ 沖縄県民の鉄軌道導入への思い
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○沖縄振興特別措置法（2012年4月改正）に明記
（第91条第2項）
「国及び地方公共団体は、沖縄における新たな鉄道、軌道その他
の公共交通機関に関し、その整備の在り方についての調査及び検
討を行うよう努めるものとする。」

２－３ 沖縄振興特別措置法への位置付け



11

3 沖縄県の陸上交通の現状と課題

○公共交通分担率は全国約30%に対し、本県はバスとモノレール合わせても5％以下と低い
○沖縄県の自家用車分担率は全国平均66%に対し86％と高い割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

沖縄

自家用車 65.9%

自家用車 86.2%

鉄道・モノレール
25.2%

4.9%

↓路線バス 3.0%

その他
1.7%

その他
4.6%

タクシー
4.8%

↓タクシー 2.3%路線バス↓

モノレール
1.4% ↓

資料：平成18年度旅客地域流動調査

【公共交通分担率】全国平約30％に対し
沖縄県は約5％以下と低い割合

【自家用車分担率】全国平均約66％に対
し沖縄県は約86％と高い割合

３－１ 交通機関分担率
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○中南部圏域、特に那覇市において、朝夕のピーク時に渋滞が激しい（平均旅行速度が

東京２３区、大阪市、名古屋市よりも低い）

図 沖縄県の市町村別の混雑時旅行速度

※一般道路の平均旅行速度（高速道路、一般の有料区間は除く）とは、調査区間ごとに最も混雑する時間帯及び方向を実走行し測定した
速度の平均値。

※混雑時とは、各道路区間における最も交通量が多い時間帯のことであり、道路区間により異なる。
資料：道路交通センサス一般交通量調査（国土交通省道路局，H22）

３－２ 混雑度平均旅行速度



10万人時間/km・年未満

20万人時間/km・年未満

50万人時間/km・年未満

100万人時間/km・年未満

100万人時間/km・年以上

○人口・企業等の集中、過度な自動車依存社会の影響で、那覇市の中心部・周辺の交通

渋滞が慢性化

（単位：人）

那覇
都市圏

図 沖縄本島の人口分布

図 キロ当たり渋滞損失時間（H19年）

那覇都市圏に渋滞
の約６割が集中

13

３－３ 沖縄本島の人口分布と渋滞状況
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○バスを利用して那覇の中心部まで６０分以内で到達できる距離は、朝の混雑時は10km
程度まで。日中でも15km程度までとなっており、公共交通による移動圏域が狭い。

※バス事業者HP時刻表より作成（朝は8時台、日中は12時台那覇着、経路が複数の場合は最速経路、県庁前～コザは琉球
バス23系統 ） 14

３－４ バス交通の移動圏域



%

○道路渋滞のためバスなど公共交通のサービス水準が低下し、それによりバスの輸送

人員・営業収入は減少。逆に自動車保有台数は増加している。

％

※縦軸（％）は、平成元年の各指標数値を100としてH24と比較
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３－５ バスの輸送人員と営業収入

％
％



沖縄21世紀
ビジョン

沖縄県総合交通体系
基本計画

沖縄21世紀
ビジョン基本計画

4  沖縄県の将来像

４－１ 将来ビジョンの体系
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石垣 宮古

那覇

名護

宮古圏域

八重山圏域

○「沖縄県総合交通体系基本計画（平成24年6月）」では、３次生活圏の核である那覇と、２次生活圏
の圏域中心都市である名護、宮古、石垣との移動時間を１時間とする圏域構造の構築を掲げている。

・３次生活圏：様々な業種が集
積し、高度かつ多様なサービス
を県民に提供することが可能な
那覇市を核とする生活圏

・１次生活圏：市町村機能を有
する、または生活の場としての
コミュニティである生活圏

・２次生活圏：救急告示病院、
高等学校及び商店街等を有す
る生活圏

北部圏域

中南部圏域

沖縄本島
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４－３ 沖縄県総合交通体系基本計画
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沖縄本島の構造

【中南部圏域】
○那覇、沖縄都心と周辺を再
構築（密集地や過度な機能
集積を跡地や軸上地域へ移
転）
○那覇、普天間、沖縄の３つ
の拠点を中心とした南北都
市軸の構築

【北部圏域】
○自然環境の保全と国際的な
観光リゾートエリアの構築
○産業振興と生活利便性の向
上による北部定住圏の確立



現状 長期

図 利便性の高い公共交通ネットワークの構築
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短・中期

イメージ



導入にあたっての基本的考え方

沖縄県は、

①県土の均衡ある発展、 ②高齢者を含めた県民及び観光客の移動利便性向上

③中南部都市圏の交通渋滞緩和、④世界水準の観光リゾート地の形成、

⑤駐留軍用地の跡地の活性化、⑥低炭素社会の実現 などを図る観点から、

「本島を南北に縦断し那覇～名護間を１時間以内で結ぶ鉄軌道の導入」について
取り組む。

鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入

沖縄２１世紀ビジョン基本計画
沖縄県総合交通体系基本計画

県計画案策定における構想段階のパブリック・インボルブメントを実施

鉄軌道の導入は、県民生活、県経済及び環境等への影響が大きいことから、県計画案を策定するにあたり、構想段
階における計画策定プロセスの透明性、客観性、合理性、公正性を確保するための取組を行う。
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４－４ 鉄軌道導入にあたっての基本的考え方

※鉄軌道：鉄軌道を含む新たな公共交通システムの意。


